
第２期 健康横浜21 重点取組 「よこはま健康アクション Stage２」 の取組状況について
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＜⽣活習慣病対策の強化＞

1

●特定健診・がん検診の受診率の向上
【＋1】
  国⺠健康保険特定健診を無料化 〇 〇

① 国⺠健康保険特定健診を無料化
② がん検診のお知らせを送付
③ ⼥性特有のがん検診に初めて対象となる⼥性の⽅（⼦宮頸がん検診：20歳、乳がん検
診：40歳）に無料クーポン券を送付
④ 各区で広報・イベント等で受診啓発を実施

健康福祉局

区福祉保健ｾﾝﾀｰ

保険年⾦課
保健事業課

ー ー

2

●健康経営の推進
【＋1】
   働き世代の健康づくりの強化

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

健康経営に取り組む企業を増やし、働きやすい職場づくりの取組を進める
① 横浜健康経営認証事業の実施
② 包括連携協定に基づき⽣命保険会社等と連携した健康経営セミナーの開催やリンク
ワーカーによる事業所に対する健康経営の推進に向けたアウトリーチ型の⽀援を実施
③ よこはまウェルネスパートナーズでのネットワーク化
④ 健康経営の普及啓発（セミナー等開催、健康経営の効果測定）
⑤ 従業員の朝⾷摂取を促進する朝⾷キャンペーンの実施

経済局
健康福祉局

経営・創業⽀援課
保健事業課

有
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3

●糖尿病等の重症化予防
【＋1】
   健診結果を⽣かした健康づくり

〇 〇 〇 〇 〇 〇

① 糖尿病性腎症重症化予防事業を実施
（国保加⼊者に対し特定健診の結果に基づく受診勧奨・保健指導）
② 医療との連携推進
（市⺠啓発講座を横浜市⼤と共催、妊娠糖尿病のパンフレットを作成配布、横浜市糖尿
病の重症化予防ネットワーク検討会を開催）
③ 各区で糖尿病等の疾病の重症化予防事業を実施
（市⺠向け啓発リーフレットの作成・配布、健診受診勧奨、健診結果に基づく受診勧奨
や⽣活習慣改善のための個別・集団⽀援）

健康福祉局

医療局
区福祉保健ｾﾝﾀｰ

保険年⾦課
保健事業課
がん・疾病対策課

ー ー

5

●健康格差を広げないと取組
【＋1】
   年齢を区切らず、⽀援の対象者拡⼤ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

各区で⽣活⽀援課と福祉保健課が連携し、40歳〜64歳の⽣活保護受給者に対し健康⽀援
を⾏う。
① 横浜市健康診査受診勧奨（⽣活⽀援課の健康相談専⾨員）
② 健診結果等に基づく⽣活習慣改善や受診勧奨等の保健指導、⽣活⽀援（⽣活⽀援課と
福祉保健課医療専⾨職が連携）

健康福祉局

区福祉保健ｾﾝﾀｰ

⽣活⽀援課
保健事業課

ー ー

4 〇〇〇〇

●⼦どものころからの
    健康づくりの普及啓発
【＋1】
   休養・睡眠 こころの健康づくり

〇〇〇〇

① ⼦どものころから健康的な⽣活習慣が⾝につくよう、⾷事・運動・休養・睡眠・⼝腔
ケアの⼤切さに関する情報を提供
・乳幼児健康診査での保健指導、事故予防リーフレットの配布
・保育所に対し運動指導⽤DVDの配布及び研修の実施
・「⼦どもの体⼒向上プログラム」に基づき体⼒・運動能⼒や⽣活実態調査の結果を分
析、｢体育・健康プラン」の策定・推進
・「学校における⾷育推進指針」に基づき⾷育実践推進校の指定、⾷育推進研修会の実
施、⺠間連携による⾷育出前授業の実施
・地産地消の推進による料理コンクール、市⽴⼩学校への市内産農畜産物の⼀⻫供給
② こころの健康に関する市⺠への普及啓発
・リーフレット作成・配布
・キャンペーンの実施（ギャンブル等依存症問題啓発週間、アルコール関連問題啓発週
間、⾃殺対策強化⽉間キャンペーン）
③「⾷の安全・安⼼推進横浜会議」において⾷の安全を考えるシンポジウムを開催し市⺠
啓発を実施

こども家庭課
企画調整課
教育課程推進室
健康教育・⾷育課
農業振興課
こころの健康相談ｾﾝﾀｰ
⾷品衛⽣課

こども⻘少年局

教育委員会事務局

環境創造局
健康福祉局

区福祉保健ｾﾝﾀｰ ー ー

Action

ライフステージ

関係部署 詳細説明資料１０の取組 取組状況
（平成30年度から令和3年度まで）
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分野

⽣活習慣の改善
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＜⽣涯を通じて⾃⽴した⽣活を送るための体づくり＞

6

●よこはま健康スタイル
【＋1】
   ｳｫｰｷﾝｸﾞﾎﾟｲﾝﾄｽﾏﾎｱﾌﾟﾘの導⼊

〇 〇 〇

① よこはまウォーキングポイントは歩数計に加えてスマホアプリを導⼊（アプリ新規参
加登録者数[R3.3⽉末時点] アプリ66,246⼈（アプリは8割以上が64歳以下。）
② 楽しみながら継続して健康づくりに取り組むことができる仕組みを推進（健康スタン
プラリーの開催、市⺠参加型スポーツイベントの開催、スポーツボランティアセンター
の登録促進）

健康福祉局
市⺠局

保健事業課
スポーツ振興課

ー ー

7

●地域活動を通した健康づくり
【＋1】
   社会参加の取組を拡充 〇 〇 〇 〇 〇

① リーフレット「つながりde健康づくり」や「⾃分も元気！地域も元気！」を配布し、
地域活動への参加が健康づくりにつながることを啓発
② 元気づくりステーション等、⾝近な地域における多様な通いの場の充実を図り、⾼齢
者の社会参加の取り組みを推進
③ 横浜シニアボランティアポイントの対象となる活動を拡⼤し、退職後も⾝近な地域で
活動に社会参加できる環境づくりを推進

健康福祉局

区福祉保健ｾﾝﾀｰ

福祉保健課
地域包括ケア推進課
介護保険課
保健事業課 ー ー

8

●ロコモティブシンドローム予防
/フレイル･オーラルフレイルの予防
【＋1】
   ⼝腔機能の低下予防の普及啓発

〇 〇 〇 〇

◆ロコモティブシンドローム予防
① シニアスポーツの普及啓発、健康づくり・介護予防推進員の養成
② 障害者の健康づくり⽀援プログラムや障害者スポーツ事業の実施、携わる⼈材の育
成。
③市、各区役所及び地域包括⽀援センターにおける介護予防普及啓発講演会や介護予防
教室、健康講座、イベント等の実施及びロコモ予防トレーニング「ハマトレ」の普及啓
発
④若い世代からの健康づくりが⾼齢期のロコモ予防に繋がることを踏まえ、各区で健康
づくり部⾨と⾼齢部⾨との連携した取組を推進
◆オーラルフレイル予防
⑤ 各区で横浜市⻭科医師会と連携したオーラルフレイルの予防啓発事業の実施。障害者
施設職員への摂⾷嚥下研修の実施。

健康福祉局

区福祉保健ｾﾝﾀｰ

⾼齢健康福祉課
障害⾃⽴⽀援課
保健事業課
障害施設サービス課
地域包括ケア推進課

ー ー

＜受動喫煙の防⽌＞

9

●受動喫煙防⽌の取組
【＋1】
   望まない受動喫煙のない環境づくりの推進

〇 〇 〇 〇

① 健康増進法のルールが順守されるよう、飲⾷店への巡回指導や、市⺠からの通報等に
対応し、法に基づく施設への指導等を実施
② 市⺠や事業者に対し、健康増進法の趣旨や内容について、リーフレット等を活⽤した
周知啓発を実施
③ 喫煙や受動喫煙の害について、各区で保健活動推進員による市⺠への正しい知識の普
及啓発
④ 本市所管の⼦どもが利⽤する施設の原則敷地内禁煙化や⼦どもの利⽤が多い公園等に
おける啓発ポスターの掲⽰等、⼦どもを受動喫煙から守る取組を強化

健康福祉局
区福祉保健ｾﾝﾀｰ

保健事業課

ー ー

＜データの活⽤＞

10

●データ活⽤の推進
【＋1】
   ⼤学等と連携を強化

〇 〇 〇 〇

① 健康関連データの分析および活⽤
・健康関連データ分析と区別データ集の作成（標準化死亡⽐、がん検診受診率）、国⺠
健康保険データ分析（地域の特徴や特定健診の効果を適宜分析）、協会けんぽデータ分
析（勤労世代の地域や業種別の特徴を適宜分析）
② ウォーキングポイントの事業効果検証（2015〜2018）
・横浜市⼤、NTTとの包括連携協定に基づき、⼀定の条件を満たす国保加⼊者につい
て、事業に参加・⾮参加による⽣活習慣病予防等への影響を⽐較・分析（３年連続参加
者は未登録者に⽐べて⾼⾎圧の新規発症が抑制される効果を確認）。

健康福祉局 衛⽣研究所
保健事業課

有 参考資料
6-2



横浜市では、従業員の健康保持・増進の取組が、企業の収益性等を高める投資であるととら

え、経営的視点から健康づくりを実践する「健康経営」を推進しており、健康経営に取り組む

市内事業所を「横浜健康経営認証」事業所として認証しています。 

今年度は、昨年度を大きく上回る応募があり、323 の事業所を認証しました。応募事業所・

認証事業所ともに年々増加しており、コロナ禍においても健康経営が注目されています。 

【参考】昨年度の認証事業所数：200 事業所（うち新規認証：130 事業所） 

 

平成 28 年度の制度創設時、28 事業所の皆様を認証いたしました。 

令和２年度は、323 事業所を認証し（新規認証 291 事業所、再認証 32 事業所）、横浜健康

経営認証事業所は、659 事業所※となっています。 

 

日時 ： 令和３年３月 26 日（金）14 時 00 分～14 時 30 分 

会場 ： パシフィコ横浜 会議センター１階 メインホール 
式次第（予定）：①認証状授与 ②式辞 （終了後、認証区分ごとに写真撮影を行います） 

出席者（予定）：認証事業所 横浜市 副市長 城 博俊（認証状プレゼンター） 

※新型コロナウイルス感染症の拡大状況により中止する場合があります。

認証式の取材を御希望の方は、３月 19 日（金）16 時 00 分までに下記に御連絡をお願い 

いたします。 

【連絡先】健康福祉局健康安全部保健事業課健康経営認証担当 

Tel 045-671-2454 / E-Mail：kf-ninsho@city.yokohama.jp 

※659 事業所： 新規認証事業所 291 事業所 

再認証事業所 32 事業所 

認証期間継続事業所 336 事業所 

※平成 30 年度の認証事業所については、認証期間を 1 年延長し、令和 3 年度までを認証期間としています。

令 和 ３ 年 ２ 月 1 9 日 
健 康 福 祉 局 保 健 事 業 課 
経 済 局 経 営 ・ 創 業 支 援 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

裏面あり

１ 認証事業所数の推移

２ 認証式の概要

「横浜健康経営認証 202１」新規 291 事業所を含む、323 事業所を認証 

認証事業所が６５９事業所になりました
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１ 企業規模 

認証事業所の約８割を中小企業が占めています。 

分類 企業数（％） 

大企業 47（14.6） 

中小企業 256（79.3） 

その他 20（6.2） 

合計 323（100） 

２ 業種 

 認証事業所の業種別割合は、建設業(18.7％)、卸売業・小売業(15.3％)、製造業(12.6％)

の順に多く、3 業種が全体の 46.6％を占めています。 

業種 企業数（％） 業種 企業数（％） 

建設業 61（18.7） 不動産業、物品賃貸業 11（3.4） 

卸売業、小売業 50（15.3） 宿泊業、飲食サービス業 8（2.5） 

製造業 41（12.6） 複合サービス事業 4（1.2） 

サービス業 39（12.0） 教育、学習支援業 3（0.9） 

運輸業、郵便業 26（8.0） 電気・ガス・熱供給・水道業 2（0.6） 

学術研究、専門・技術サービス業 23（7.1） 生活関連サービス業、娯楽業 2（0.6） 

金融業、保険業 20（6.1） 公務 1（0.3） 

医療、福祉 19（5.8） その他 3（0.9） 

情報通信業 13（4.0） 合計 326（100.0） 

※提出された応募用紙から計上。複数業種回答している事業所あり。

１ 制度の開始 平成 28 年度から実施（今年度の募集が第５回） 

２ 対象事業所 市内事業所（市内に本社・本店、支社・支店、営業所等を有する事業所）で

あること（NPO 法人、公益法人等を含む） 
３ 認証区分及び事業所の取組と評価の視点 

（１）経営者の理解と関与【クラスＡ】

健康経営宣言等の明文化、及びその意思を具現化した取組を行っているもの

（２）健康経営の推進【クラスＡＡ】

クラスＡの要件を満たし、さらに健康経営の推進体制の整備、従業員の健康課題の把

握及び健康課題に即した取組を行っているもの

（３）取組結果の評価【クラスＡＡＡ】

クラスＡＡの要件を満たし、さらに健康課題に即した取組の結果を評価し、次の取組

につなげているもの

４ 認証期間 

令和３年(2021 年)の４月１日から２年間とします。 

※認証期間中に認証区分のクラスアップを目指し、再度応募することも可能です。

※認証期間が満了する年度に、再度申請、審査を受けることで継続することができます。

※横浜経済記者クラブへも同時発表しています。

※「健康経営」は、特定非営利活動法人 健康経営研究会の登録商標です。

お問合せ先 

健康福祉局保健事業課健康づくり担当課長 室山 孝子   Tel 045-671-3376 

経済局経営・創業支援課長 中村 隆幸 Tel 045-671-2575 

【参考】 「横浜健康経営認証」制度概要

【参考】令和２年度 認証事業所の企業規模・業種の傾向



🌸 認証事業所のご紹介 🌸
※公表を希望されない事業所については、

掲載しておりません。 

■ クラスＡＡＡ 20 事業所        

◇株式会社 石井商事

◇株式会社 ウエルアップ

◇株式会社 大山組建材

◇有限会社 オハナ

◇公益財団法人 神奈川県予防医学協会

◇学校法人 神奈川大学（横浜キャンパス・

湘南ひらつかキャンパス・中山キャンパス） 

◇河本開発工業株式会社

◇株式会社 島忠 新山下店・新川崎店・

荏田店・東戸塚店・港北高田店

◇昭和電工株式会社 横浜事業所

◇株式会社 大成 ERC

◇日本貿易印刷株式会社

◇富士通コミュニケーションサービス

株式会社

◇富士通ネットワークソリューションズ

株式会社

◇松村株式会社

◇三井住友海上火災保険株式会社

横浜支店

◇明治安田生命保険相互会社 横浜支社

◇明治安田生命保険相互会社

横浜支社 上大岡営業所

◇明治安田生命保険相互会社

神奈川本部

◇公益財団法人 横浜企業経営支援財団

◇横浜建設株式会社

■ クラスＡＡ 32 事業所

◇株式会社 アイシマ

◇株式会社 新井清太郎商店

◇株式会社 安藤建設

◇株式会社 ヴェリタスジャパン

◇社会福祉法人 漆原清和会

◇株式会社 エフ・トレード

◇株式会社 オート電機

◇神奈川県自動車販売健康保険組合

◇共栄建機株式会社

◇株式会社 グーン

◇工藤建設株式会社（本社）

◇興和工業株式会社

◇株式会社 コスメディアラボラトリーズ

◇CTC ファシリティーズ株式会社

◇株式会社 ジャンボ

◇新興電設工業株式会社

◇鈴幸商事株式会社

◇株式会社 相鉄アーバンクリエイツ

◇株式会社 相鉄ビルマネジメント

◇第一コンクリート株式会社

◇太平電機株式会社

◇株式会社 トヨタオートモールクリエイト

トレッサ横浜

◇株式会社 ハリマビステム 本社

◇フィード・ワン株式会社

◇富士通ミドルウェア株式会社

◇マックス建材株式会社

◇宮内建設株式会社

◇明治安田生命保険相互会社

大船支社 戸塚営業所

◇明治安田生命保険相互会社

神奈川事業法人開発営業部

◇薬糧開発株式会社

◇横浜市信用保証協会

◇株式会社 ワイ・エム・エー 横浜営業所

■ クラスＡ 271 事業所

◇アーバン・コーポレーション株式会社

◇特定非営利活動法人 RCB 大口夢

◇アイ・シー・ティー株式会社

◇有限会社 ｌepe

◇税理士法人 青木会計

◇青山商事株式会社 洋服の青山

アピタ戸塚店

◇株式会社 赤坂設備

◇アサヒタクシー株式会社

◇有限会社 アスリート

◇株式会社 アトル

◇株式会社 アペックス 横浜支店

◇株式会社 安齋工務店

◇ESA 株式会社

◇株式会社 飯倉事務所

◇飯田印刷株式会社

◇生き方美心株式会社

◇株式会社 池田興商

◇居酒屋 かずちゃん

◇イチコーエンジニアリング株式会社

◇株式会社 伊藤園 新横浜支店

◇株式会社 伊藤園 横浜泉支店

◇株式会社 伊藤園 横浜磯子支店

◇株式会社 伊藤園 横浜港北支店

◇株式会社 伊藤園 横浜緑支店

◇株式会社 伊東サービス

◇特別養護老人ホーム 今宿ホーム

◇医療法人 恵仁会

◇医療法人社団 青葉会 牧野記念病院

◇岩井の胡麻油株式会社

◇株式会社 インターアライド

◇株式会社 ウェステック 開発室

◇宇佐美不動産株式会社

◇株式会社 Woo-By.Style

◇株式会社 ETAMA

◇株式会社 エフケイ・ジャパン

◇株式会社 M×Ｅコンサルティング

◇エムイーシーテクノ株式会社

関東事業所 神奈川出張所

◇株式会社 大川印刷

◇大瀬工業株式会社

◇有限会社 オートパシフィックヨコハマ

◇大村貴志税理士事務所

◇株式会社 オガワ

◇置田運輸株式会社

◇オサ機械株式会社

◇小原木材株式会社

◇有限会社 オフィスサンビー

◇株式会社 オリエンタルインフォーメイ

ションサービス

◇柏倉建設株式会社

◇株式会社 加藤機器製作所

◇公益財団法人 神奈川新聞厚生文化

事業団

◇神奈川スバル株式会社 二俣川店

◇神奈川リオネット販売株式会社

◇有限会社かのうライティング

◇株式会社 カメガヤ

◇有限会社 カメラはスズキ

◇株式会社 カラー

◇株式会社 カラハシ

◇株式会社 唐橋工業

◇株式会社 川田工業

◇有限会社 キーストーン

◇協栄工業株式会社

◇行政書士法人 望月事務所

◇共和防災設備株式会社

◇有限会社 キョーシン

◇金港青果株式会社

◇金港船舶作業株式会社

◇グリッツ・スポーツ・イノベーターズ

株式会社

◇クローバー・ワン株式会社

◇一般社団法人 グローバル行政書士

ネットワーク

◇グローブシップ株式会社 横浜支店



◇ケアーズ訪問看護リハビリステーション

上大岡

◇株式会社 KN コーポレーション

◇株式会社 ケイズアドバンストデータ

◇京浜電設株式会社

◇株式会社 京浜マリンエンジニアリング

◇建築工房 木－スタイル株式会社

みなとまち不動産

◇有限会社 黄河

◇光洋自動機株式会社

◇有限会社 幸輪工務店

◇小雀建設株式会社

◇株式会社 コスモ測量設計

◇株式会社 コナカ

◇株式会社 ザ・カスタム

◇斉藤シーリング工事

◇佐賀工業有限会社

◇有限会社 相模通信システム

◇株式会社 サカモト

◇株式会社 サクラメント

◇佐竹工業株式会社

◇サッポロビール株式会社 首都圏本部

横浜統括支社

◇サン、ライト工業株式会社

◇株式会社 サンエイ

◇三栄産業株式会社

◇株式会社 山栄精機

◇株式会社 三紅

◇三新工業株式会社

◇三親住設株式会社

◇三武建設株式会社

◇株式会社 サンユー機工

◇株式会社 ジェイ・アイ設計事務所

◇ジェイケイコーポレーション株式会社

◇株式会社 シコウ

◇ジェイアイビルサービス株式会社

◇株式会社 ジャパンプランニング

◇株式会社 JAFT

◇湘南企業株式会社

◇株式会社 新日本環境

◇有限会社 新日本商事

◇医療法人社団 翠洋会 長谷川医院

◇鈴江コーポレーション株式会社

◇有限会社 鈴木建装

◇鈴木鳶土木株式会社

◇株式会社 鈴工業

◇有限会社 須山製作所

◇セイノースーパーエクスプレス株式会社

新横浜営業所

◇株式会社 税理士会館

◇株式会社 綜研

◇添田悦子税理士事務所

◇ゾーン株式会社

◇SOMPO ケア株式会社横浜戸塚

◇第一運輸株式会社

◇大興産業株式会社

◇株式会社 ダイシン

◇株式会社 ダイドウトランスプラネット

◇株式会社 髙岡工務店

◇株式会社 タカスズ

◇株式会社 タカスズ湘南

◇株式会社 多田企画

◇立神工業株式会社

◇株式会社 田辺設計

◇TABIMA

◇合同会社たまえ

◇玉家運輸倉庫株式会社

◇有限会社 田村

◇株式会社 通信設備エンジニアリング

◇株式会社 鶴見サービス

◇Tiary Nail & Beauty

◇ティーシートレーディング株式会社

瀬谷営業所

◇ティーシートレーディング株式会社

横浜支店

◇有限会社 D’ｓ Link

◇株式会社 テンダー

◇東京地方税理士協同組合

◇東京プロト株式会社

◇東新工業株式会社

◇東神保温株式会社

◇株式会社 東名企業

◇トーケン機械工業株式会社

◇トータルリスクサポート株式会社

◇特定非営利活動法人 横浜スポーツ

アンドカルチャークラブ

◇特別養護老人ホーム しょうじゅの里小野

◇有限会社 栃木屋酒店

◇株式会社 トップライズ 横浜営業所

◇外邨信一税理士事務所

◇有限会社 トリオ・インターナショナル

◇NINE 株式会社

◇株式会社 中川製作所神奈川

◇株式会社 ナチュラルムーン

◇株式会社 ナミックス

◇日欧事務機株式会社 横浜支店

◇日鋼産業株式会社

◇有限会社 日章装備

◇日昭ハイテック株式会社

◇株式会社 ニッセイ 横浜営業所

◇株式会社 ニッセイ創美 本社

◇株式会社 日本教育クリエイト 横浜支社

医療人材サービス部

◇株式会社 日本教育クリエイト 横浜支社

福祉人材サービス部

◇一般社団法人 日本厚生団

◇株式会社 ネットマイニング・ジャパン

◇株式会社 ハーツエイコー

◇株式会社 ハーバー青果

◇バイクショップ FIRE BOMBER

◇株式会社 ハウステック石川

◇株式会社 羽咋工業

◇長谷川商事株式会社

◇有限会社 ハマ印刷

◇有限会社 浜建

◇浜ベストフーズ株式会社

◇林精鋼株式会社

◇有限会社 原宿木材

◇有限会社 榛名工業

◇BX TOSHO 株式会社

◇有限会社 ビジュアルワークス

◇株式会社 BIG KAB

◇有限会社 ひまわり

◇株式会社 ひゅうがメディカル

◇株式会社 ヒューマンアンドテクノロジ

◇有限会社 ヒラタ・エンタープライズ

◇株式会社 平本

◇株式会社 HIRO

◇ファミリーマート 関内蓬莱町店

◇税理士法人 Face 会計

◇フォルム株式会社

◇有限会社 フォンテーヌ

◇福助工業株式会社 横浜営業所

◇ふじや洋服店

◇フライスター株式会社

◇株式会社 プラムファイブ

◇有限会社 フローリスト・ナオ

◇株式会社 from D

◇文教印刷株式会社

◇株式会社 ペガサス

◇株式会社 ペガソス・エレクトラ



◇株式会社 ベルコ

◇株式会社 ベルグループ

◇株式会社 ホープテンキ

◇ポーラ ザ ビューティー戸塚駅前店

◇宗教法人 北天院

◇株式会社 ホンマ

◇有限会社 本牧運輸 横浜営業所

◇株式会社 MIND

◇有限会社 マスイ

◇有限会社 増井新聞店

◇松尾医院

◇丸一防災株式会社

◇株式会社 丸産技研

◇株式会社 マルハチ

◇みうら眼科

◇三ツ和商事株式会社

◇株式会社 ミトリ

◇MINATO 株式会社

◇有限会社 宮渕商店

◇株式会社 三好商会

◇学校法人 三輪学園

◇株式会社 室伏製作所

◇明治安田生命保険相互会社

神奈川本部 神奈川代理店営業部

◇明治安田生命保険相互会社神奈川本部

横浜総合トレーニングセンター

◇明治安田生命保険相互会社

神奈川マーケット開発部

◇明治安田生命保険相互会社

神奈川マーケット開発部神奈川

トレーニングセンター

◇明治安田生命保険相互会社

神奈川マーケット開発部横浜第一

マーケット開発室

◇明治安田生命保険相互会社

神奈川マーケット開発部横浜第二

マーケット開発室

◇明治安田生命保険相互会社

神奈川マーケット開発部横浜第三

マーケット開発室

◇明治安田生命保険相互会社

神奈川マーケット開発部横浜第四

マーケット開発室

◇明治安田生命保険相互会社

川崎支社 鶴見営業部

◇明治安田生命保険相互会社

新横浜支社

◇明誠建設株式会社

◇株式会社 名鉄観光サービス 横浜支店

◇目黒建設株式会社

◇株式会社 元宮サービス

◇株式会社 森野帆布船具工業所

◇株式会社 山口文雄商店

◇ユーシートレード株式会社

◇株式会社 横浜アーチスト

◇株式会社 横浜環境デザイン

新横浜本社

◇株式会社 ヨコハマ機工 本社

◇株式会社 横浜造基

◇横浜中央自動車株式会社

◇横浜鉄構株式会社

◇株式会社 横浜電算

◇横浜ビルドシェア株式会社

◇横浜マリノス株式会社

◇横浜マリン石油株式会社

◇吉田運送株式会社

◇株式会社 ライフ・コア横浜

◇株式会社 ラプラス

◇株式会社 リカバリータイムズ

◇レヴェックスコンサルタント株式会社

◇株式会社 Y.S.C.C.

◇株式会社 ワイドアルミ

◇株式会社 ワタナベ会計事務所

◇株式会社 ワン・ツー・ストック
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                                   令和3年7月20日 

健康寿命の延伸について 

 

１ 浜松医科大学尾島教授のコメント 

 

〇都道府県別健康寿命は、秋くらいに発表となる。 

 健康日本21の健康寿命延伸の研究班の発表となる   

 

 

 

特定の傷病と健康寿命の関係 

(健康寿命の在り方に関する有識者研究会報告書) 

 

 

 

 

傷病名 

男女計 

オッズ比 

男女計 

人口寄与割合 

男性 

オッズ比 

男性 

人口寄与割合 

女性 

オッズ比 

女性 

人口寄与割合 

糖尿病 2.15 4.99% 2.16 6.39% 2.13 3.93% 

うつ病など 11.55 5.70 13.17 5.12 10.59 6.11 

眼の病気 2.00 6.39 2.49 6.65 1.77 6.08 

高血圧症 1.28 4.38 1.40 5.83 1.19 3.11 

脳卒中 5.19 4.27 5.36 6.06 4.87 2.92 

狭心症、心筋梗塞 2.82 3.88 2.95 5.14 2.61 2.90 

関節症 4.82 7.61 5.51 4.88 4.63 9.65 

腰痛症 3.88 13.27 4.15 11.61 3.73 14.47 

骨粗しょう症 2.76 3.51 3.69 0.60 12.78 5.75 

骨折 12.44 2.67 15.69 2.36 10.25 2.87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土屋委員提供資料 



令和３年度 令和4年度
4-6⽉ 7-9⽉ 10-12⽉ 1-3⽉ 4-6⽉ 7-9⽉ 10-12⽉ 1-3⽉

市会 ２定
⾻⼦案

3定
素案

4定
ﾊ゚ ﾌ゙ ｺﾒ報告

1定
議決

推進会議 ●
10⽉

●
3⽉

●
8⽉

●
12⽉

⻭科部会 ●
8⽉

●
12⽉

（未定）

⾷育部会 委員の
任命

●
8⽉

●
12⽉ （未定）

評価・
策定部会

委員の
任命

● ●
7⽉ 9⽉

●
2⽉

●
6⽉

(●)
11⽉

主な作業 健康寿命
算出

市⺠意識
調査公表
(クロス集
計も含め)

最終評価
まとめ

⾻⼦案
作成

素案
作成

議案エン
トリー
パブコメ
実施

策定公表

第２期最終評価・第３期計画策定スケジュール（予定） 資料７

※新型コロナウイルス感染症対応及びワクチン接種業務の状況を踏まえ、変更を検討する場合があります


	【当日席上配布】座席表
	01_次第
	資料１_評価策定部会委員名簿&事務局名簿 
	資料５ー１_記者発表資料（6月29日10時）「令和２年度　健康に関する市民意識調査結果（単純集計）」
	資料５ー２_健康に関する市民意識調査単純集計と調査票
	回答者の属性
	健康管理
	新型コロナウイルス感染症
	健診・がん検診
	食生活
	運動習慣
	タバコ
	飲酒
	睡眠
	歯・口の健康
	健康を維持するための災害時の備え
	地域とのつながり
	調査票

	資料６_210712よこはま健康アクション取組状況
	資料６の参考資料6-1記者発表資料健康経営
	【資料7参考資料1】(健康福祉局保健事業課２月19日10時）横浜健康経営認証事業所が659事業所になりました

	資料６の参考資料6-2記者発表資料よこはまウオーキングポイント
	資料３ー１_(差し替え)目標値の収集状況（要旨）
	資料３ー２_(差し替え)目標値一覧
	資料４_第３期骨子案作成に向けた論点整理
	資料４の参考_第２期の骨子抜粋（３期検討用）
	資料_土屋委員提供_健康寿命延伸
	資料７_今後のスケジュール
	資料８（映写のみ）次回の日程調整



